
農山村におけるペットの役割と課題 

 
比屋根哲・高橋正也（岩手大学大学院連合農学研究科） 

白井愛弓（岩手大学農学部） 
 
はじめに 

 近年、農山村集落では過疎化、高齢化が進行し、維持・存続が困難な集落も増加していると

いわれる。農山村集落の維持・活性化のためには、まず地域の農山村の現状を把握することが

重要であるが、そのうち農山村住民の生活実態について、人々に癒しや生き甲斐を与える存在

としてのペットの現状については、これまでほとんど調査報告が行われていない。今日のペッ

トブームの中での農山村のペットの実態を把握する意義は少なくないと考えられる。 

 そこで本報告では、岩手県紫波町を対象に、とくに町内の農山村部で暮らす人々のペット（こ

こではイヌとネコに限定）の飼育状況や住民のペットに対する意識、ペットの果たしている役

割等について、町内の市街部住民の調査結果と比較しながら、その特徴について紹介する。 
調査地および調査方法 

 調査地である岩手県紫波町は盛岡都市圏の南部、岩手県の中部に位置し、人口約 34000 人、

約 10900 世帯が暮らす盛岡市のベッドタウンで、国道４号線沿いの市街部の両側には農地と山

地が広がっている。調査は、既存のデータからペット犬についての全国的動向を、また紫波町

の狂犬病予防接種登録データ(1996～2007 年)から町内の地域別犬種別頭数等を把握するとと

もに、市街部と農山村部でアンケート調査（戸別訪問により配布、郵送法により回収、一部山

間集落の調査票にマーキング）を実施した。調査票はペット飼育世帯用と非飼育世帯用を別々

に用意し、両者をあわせて市街部、農山村部ともに 300、計 600 の調査票を配布した。 

結果および考察 

 調査の結果、農山村では市街部から

遅れつつも、ペットが小型化する傾向

がうかがわれた。また、農山村ではペ

ット飼育動機や飼い方、ペットにかけ

る経費等で市街部と幾分異なる傾向

がみられたが、山間集落でもペットは

癒しの存在としての意義が認められ

た他、ペットを介して近所の人と話が

できるようになった人数を調べた結

果、ペットによって住民間のコミュニ

ケーションの広がりをもたらす効果

が農山村部でも確認された（図参照）。 
 一方、イヌ、ネコに対する苦情は農

山村部においても飼育世帯、非飼育世帯にかかわらず存在し、市街部との関係では捨て犬、捨

て猫に対する苦情の記述回答が農山村部で目立ち、町内の農山村部と市街部の交流を考えるう

えで１つの課題を投げかけている。 
問い合わせ先：比屋根哲（hiyane@iwate-u.ac.jp） 
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図－ イヌを介して話せるようになった人の数の分布 



企業の森づくり活動 －都道府県事例からみる今後の課題－ 

 

上田ゆかり（北海道大） 

 

はじめに 

近年、CSR 活動の一環として森づくり活動を行う企業が増えている。これらは多くの場合、

都道府県が設置している、企業が森づくり活動を行えるよう支援する制度（以下支援制度）を

活用している。企業の森づくり活動に関する議論はこれまで、いかに企業を森づくり活動に参

画させていくかに集中し、活動の評価や問題点・課題の整理、今後の方向性に関する議論が十

分なされてきたとは言えない。そこで本研究では、都道府県の支援制度を対象に、企業の森づ

くり活動の実際を明らかにし、現時点での評価、問題点・課題の整理、及び今後の方向性につ

いて考察することを目的とする。 
 
調査対象・方法 

全国の都道府県支援制度の現状については各都道府県、国土緑化推進機構の HP を参照した。

その中から、よく見られるしくみを持ち、早くに支援制度を設置したため他県の制度設計にも

影響を与えた長野県を取り上げ、県内のモデル事例である J 社と H 村の活動を事例研究対象と

し、森づくり活動時参与観察（2008.4～2009.7）ならびに関係主体への聞き取り調査を行った。 
 
結果と考察 

現時点での企業の森づくり活動は、間伐促進、地域経済活性化、都市と農山村の交流などの

点で地域に貢献する活動であると評価できる。また社有林整備開始につながるなど、活動の発

展も期待できる。しかし問題点も多い。「CSR、社会貢献活動とはどうあるべきか」という点

の認識の違いで企業－地域間で不和が生じることもあり、対話が十分であるとは言えない。ま

た地域関係主体間でも、どのように役割分担・連携し、活動を展開させていくかという合意形

成がなされていない。加えて作業指導を地元林業関係者のボランティアに依存しているため、

企業が熱心に活動するほど、地域関係主体の負担が大きくなってしまう状況である。これらの

ことから経済状況で行動を左右されやすい企業同様、地域側も継続した活動を展開できる体制

だとは言えない。企業の森づくり活動は今後、企業－地域間、地域関係主体間での合意形成、

地域関係主体の善意をあてにしない制度設計、活動が継続されなかったとしても地域、企業双

方に得るものがあるよう契約期間内でのメリットづくりなどが課題であると言える。 
企業の森づくり活動が、地域の林業、森林管理に悪影響を及ぼすことが懸念されることもあ

るが、地域側がしっかりとイニシアティブを握ることで問題は解決、回避可能だろう。しかし

地域によっては、林業に対するあきらめ、森林への関心のなさから、企業の要望を丸呑みにし

ているところもある。この場合、企業－地域合意の上とはいえ、その森林管理が長期的にみて

問題ないかどうかよく検討する必要がある。今後企業の森づくり活動をどのように展開してい

くか、企業と地域はどのような関係を構築していくべきかは、これからの森林をどのように管

理していくのか、誰が担っていくのか、などの議論を踏まえた上で考察する必要がある。 
 
（連絡先：上田ゆかり ueda-y@for.agr.hokudai.ac.jp） 



低炭素社会をめぐる企業の森づくりの現状と課題 
 

〇小林克己（東京農業大学大学院） 
 

はじめに 

2009 年現在、低炭素社会の実現に向けた CO2 排出量削減は、国際的な緊急の課題となって

きた。2008 年 11 月には、国内のプロジェクトによる排出削減量・森林吸収量をカーボン・オ

フセットに用いられるクレジットとして認証するオフセット・クレジット制度が創設された。こ

のような取り組みは、地球温暖化対策のための森林整備が大きく期待されると同時に、一方で、

企業が新たな投資先として森林を位置づける可能性もあると考えられる。しかしながら、CSR
活動による森林整備（企業の森づくり）は、基本的に宣伝効果を狙うことが強いため、森林整備

以外に宣伝効果の期待できる CSR 活動が注目される場合や、企業自体の経営業績が不振になる

と、森づくりから撤退する可能性もある。したがって、企業の森づくりは、健全な森林整備や事

業の継続性などを考慮すると、企業と山村を仲介する中間組織の存在・役割が重要になってくる。 
本報告は、企業と山村をつなぐ中間組織として現在進められている森づくりコミッションを中

心に、その特徴と役割を明らかにしたうえで、山梨県小菅村で行われている企業の森づくりを事

例とし、企業と山村をつなぐ中間組織の現状と課題を明らかにする。 

 
調査方法 

まず、文献・資料等から森づくりコミッションについて整理を行った。次に、森づくりコミッ

ションの現状と課題を明らかにするために、山梨県小菅村で行われている企業の森づくりを事例

として、山梨県小菅村、「やまなし森づくりコミッション」等に聞き取り調査を実施した。 

 
結果と考察 

森づくりコミッションとは、企業の森づくりを支援することを目的に、2007 年から都道府県

単位で設置されてきている組織である。活動内容は、情報提供などの森づくり相談窓口、企業と

森林所有者の連絡などの森づくりサポート、森づくりの企画・提案など企業と地域あるいは森づ

くり団体間等のコーディネイトとしての役割がある。「やまなし森づくりコミッション」は、

2007 年 12 月に登録され、山梨県森林環境部を含む 24 団体で組織されている。また、小菅村で

行われている企業の森づくりにおける「やまなし森づくりコミッション」は、小菅村に企業を紹

介し、森づくりに関する相談や提案などに関するサポートを行っているが、小菅村において「百

年の森づくり」を提案している多摩川源流自然再生協議会との連携はきわめて薄い。 

 以上の点から、企業の森づくりにおける中間組織の課題を整理すると次のようになる。 
１つは、各森づくりコミッションの形態や活動内容が異なるため、森づくりコミッション間で

連携を取りながら、企業の森づくりに関する共通認識を深める必要がある。２つには、「やまな

し森づくりコミッション」は、相談や提案など初期段階でのサポートであるが、持続性や地域特

性などに関する契約業務なども進める必要がある。３つには、地元の森づくり活動と連携しなが

ら活動の評価を関わる支援体制を整備する必要がある。 

 

（連絡先：小林克己 small-forest_keia23@hotmail.co.jp） 



高等学校の林業教育における改革の状況と課題 

 
井上真理子・大石康彦（森林総研多摩） 

はじめに 

近年の高等学校での林業教育は、専門教育の位置づけが完成教育としての職業教育から将来

のスペシャリストとして必要な専門性の基礎・基本が重視されるようになったことなどから、

大きく変わってきている。その中で、専門高校の林業教育がどのように行われているかを把握

することは、森林の環境的な機能が重視される今日、森林環境教育の推進や林業の担い手の育

成、林野行政を進める上で重要な課題であろう。そこで本研究では、高等学校で従来から林業

教育を行ってきた専門学科の教育の実態について調査し、今後の林業教育のあり方を考察した。 

 

方法 

高等学校の林業教育について、既往の資料をもとに整理した。次に、全国高等学校森林・林

業教育研究協議会による森林・林業に関する学科・科目設置校 69 校（2009 年）の資料から、

地域や学科の内容のばらつきを考慮して 22 校を抽出し、教員への聞き取り調査を行った。調査

内容は、学科改編の状況、教育目標と内容、進路、地域との関係、今後の課題とした。調査は

2005 年度～2008 年度に実施し、結果をもとに高校での林業教育を整理した。調査した学科（学

校）は、全ての林業科（田口、日田、芦北、五所川原農林、木曽山林：現木曽青峰高校森林環

境科、農林(東京)：現青梅総合）、森林科学科（岩見沢農業、旭川農業、農林(山梨)）、森林環

境科（鷹巣農業、上浮穴）、グリーンライフ科（勢多農林、八代農業泉分校）、他の森林系学科

（北桑田：森林リサーチ科、高知農業：森林総合科）、林産系学科（高田農業：林産科,現生物

資源科、猿投農林：林産工学科）、土木等との統合学科（吉田島農林：環境土木科、幡多農業：

グリーン環境科、北部農林：林業緑地科）、総合学科の改編校（村上桜ヶ丘、君津青葉）とした。 

 

結果および考察 

林業は、平成元（1989）年版の学習指導要領では農業教育の標準的な学科の１つで、関連科

目は４科目（林業経営等）だったが、現行では森林関連科目３科目（森林経営等）となった。

森林・林業関連学科・科目設置校 69 校の内訳は、林業科 4校を含む学科が 38 校に減少し、学

科が統合した中でのコース設置が 14 校、関連科目の設置 6校、総合学科へ改編が 11 校である。 

専門高校での林業教育を整理した結果、地域性により進路や教育目標が多様化し、関連産業

の技術者養成や公務員養成を目指した従来型の教育に加えて、森林・林業の専門性を活かしな

がら地域を担う人材育成や進学を目指した教育や、学校の特色化として林業教育を取り上げて

いる学校があった。教育内容には、森林や林業の専門性を活かしながら、職業訓練（デュアル

システム）やインターンシップ、資格取得の林業活動に加えて、自然観察や自然保護活動、森

林レクリエーションや森林インストラクターの指導者養成などのふれあい活動、さらに地域貢

献やボランティア、交流活動など地域・文化を取り入れた実践が見られた。林業教育には、後

継者育成の役割に加え、地域の人材育成や、普通教育での自然体験活動等への展開が見られた。 

なお本研究は、科研費（課題番号 18700636,平成 18～20 年）の成果の一部である。 

 

（連絡先：井上真理子 imariko@ffpri.affrc.go.jp） 




